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日産自動車のオーストラリア撤退
井上昭一
はじめに
1992年10月， 豪州日産自動車製造 (NissanMotor Manufacturing Co. 
(Australia) Ltd., 1966年に設立された日産自動車の100％出資子会社豪州
日産自動車の後継会社で， 197舷F3月に現社名に改称。以下豪州日産）のク
レイトン工場で製造活動がストップした。最後の乗用車「パルサー」をライ
ン・オフしたのちスイッチが切られ，前身も含めると25年間に及ぶオースト
ラリア国内での生産に終止符が打たれたのである。
撤退理由について豪州日産のレオン・ダフネ (LeonDaphn~) 会長は，．
政府による関税引き下げ政策，全般的な経済不況，国内市場の小規模性に加
えて，日産独自の問題として，生産性の低水準ならびに近年の財政状態の悪
さを挙げている。
全国紙 TheA匹かdianのジョン・メラー OohnMellor)記者や，
B匹 i加 SSR匂如OWeeklyのビル・クッキー (BillTuckey)記者は豪州日
産のマーケティング戦略のミス，具体的には， 6気筒車に対するニーズを運
解し損なったこと， 値引き (discounting) 政策の失敗とスティッカー•シ
ョック (stickershock)の発生，「パルサー」の宣伝不足，などを指摘して
いる。
また，ダフネに会長職を譲るまで同社の会長兼最高経営責任者 (Chief
Executive Officer, CEO) を務めていたアイバン •A ・デベソン・(Iv;皿 A.
Dev邸皿）によれば，「バトン・プラソ」 (ButtonPl皿）に迅速かつ的確に
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対応しえなかったこと，輸出市場がなかったこと，東京のU産本社とのコミ
ュニケーション不足，などが強調されている。
これらは個々パラパラに考えられるぺき撤退要因ではなく，相乗的に絡み
合っていることを念頭におきながらも，私は日産自動車がオーストラリアで
製造活動を中止した理由を，次の 2点に絞って追跡してみた。
第ー は， 1984年にオーストラリア政府が発表した「日動車産業プラン」
(Automobile Industry Plan)，いわゆるバトン・プランー当時，商工相で
あったジョン・バトン (JohnButton)上院議且の名前に由来する一に対し
て，日産の対応策が遅いうえに適切でなかったことである。
バトン・プランの目標は，オーストラリア自動車産業の国際競争力を強化
するために，合理化をはかることであった。すなわち同プランは，既存の 5
メーカー (13モデル車）から 3メーカー (6モデル車）に整理・統合すると
ともに輸出を奨励して，効率を向上させる政策であり，これへの[I産の対応
が的確でなかったわけである。
第二IC, 「どのようなタイプの乗用車を製造すぺきか」という重要な経営
戦略上の決定をなす際に，東京の日産本社が2車種の 4気筒車を選んだこと
である。オーストラリアの広大な国土を考え，国民のニーズを注意深く調査
すれば， 6気筒車の投入が不可避であることが判明したにもかかわらず． n
産本社はモデル選定において致命的なミスを犯したのである。
以上の視点から，日産のオーストラリアからの撤退を．クロノロジカルに
論じてみた。経営史的に考察する場合，単に史実をフォローするだけではな
く，多国籍企業が海外で現地生産することの特殊性・差異性（一般性・普逼
性はいうまでもない）を指摘し，それが全世界的にみて，特定の産業分野，
さらには資本主義発展の全機構とどのような相互関連を有しているのか，歴
史の全体的構造のなかに占める企業や経営者の位置がどのようなものである
か，などを明らかにしなければならないだろう。それらの点については，今
後の研究課題としたい。
本論稿は，順序が先後したり， 内容が重複したりと未成熟なままである
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が，それでも資料的価値は大いにあると自負している。それは，ォーストラ
リアからの留学生として私のゼミナールに入室し， 1991年4月から9紗F3月
までの2年間ー89年4月に入学した1回生の時から私の研究室に出入りして
いた期間も含めれば4年間一精力的かつ真摯に自動車工業・企業に関する研
究に取り組んでいたリチャード・セイバトン・~Richard Saverton)君の協
力が得られたお蔭である。
とりわけ， ォーストラリア紙 T加 A匹か叫曲のバックナンバー収集，
豪州日産のデペソン元会長からの聴き取り調査など，数々の配意を得た。・多
くの資料や文献を利用することができたのも， R・セイバトン君の尽力に負
うところが大きい。記して感謝の意を表するものである。
1 本格的製造活動までの準備期間 (1934-1972)
オーストラリアに最初に登場した日産車は24台の「ダットサン・フェイト
ン」 (DatsunPhaeton) であった。 193~tc, ビクトリア州メルボルン市
に輸出され， そこで完全ノックダウン方式 (CompletelyKnocked Down 
Kits, CKD)によって組み立てられたが，ポディワーク (bodywork)はオ
ーストラリア国内で作られていた。しかし，その直後に輸入関税が3％から
10％に引き上げられたために価格競争ガを喪失し， 24台かぎりで輸出はスト
ップした。
戦後も1958年になって， 2台の「ダットサン・プルーバード210」(Datsun
Bluebird, 1000cc) が耐久ラリー「ラウンド•オーストラリア・モービル・
ガス・トライアル」 (RoundAustralia Mobil Gas Trial,メルボルンから
シドニーまでオーストラリア大陸一周，連続19日間， 1万マイル＝1万6,000
キロ・メートル）に参加し，うち 1台が「クラス別優勝」をとげた。
この勝利によって．日産自動車関係者の意気は高揚し，日本国民もまた，
この快挙の報に酔いしれたといわれている（個人的感慨を述べることが許さ
れるとして，当時高校1年生であった私は，ラジオでこのニュースを知り，
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興奮したことを思い出す）。
それ以前に，日産は完成車を輸出する計画をもっていたものの，まだ商品
についての絶対的な自信があるわけではなかった。しかし，オーストラリア
での 1万マイルに及ぷラリーで成功してからは，具体的な輸出計画をたてる
ようになった。
ラリーのチーム・リーダー，片山豊は，次にアメリカ市場に進出する権限
を与えられて，大車輪の働きをする。彼の努力で「ダットサン」の名前がカ
リフォルニア州を中心にして，アメリカ全土に広がっていった。
長年の成功的な滞米生活後，片山は日本に呼び戻されるか，会社は彼の功
績に対して余り報いなかった (norecognition and no promotion)。彼の
貢献度に対する社会的評価は高く， 「少なくとも取締役会に席が与えられて
しかるぺき」であったにもかかわらず，片山はゴールドの腕時計を貰っただ
けである。しかも彼は，日産系列下の小さな広告会社に出向させられてしま
った。
1990年，豪州日産の日本人支配人（笹本久士）についても，同じような事
態が生じるが，この点に関しては後述するように，日産のオーストラリアか
らの撤退に直接関わってくる。
1960年，メルポルン市で開催された「国際自動車ショー」 (International
Motor Show)に「ダットサン・プルーバード310」が出展され， 日産は，
言葉の真の意味で，オーストラリアでの自動車販売活動に乗り出した。すな
わち，ローレンス・ハートネット卿 (SirLawrence Hartnett)が経営する
ハートネット・ホールディングス社 (HartnettHoldings Ltd.）と契約を結
び，同年7月に， 110台の「ダットサン」の注文を受け， 出荷したのであっ
た。
ローレンス・ハートネット卿ー「ホールデンの父」 (theFather of the 
Holden)といわれるーは，ホールデン自動車会社（その後， ジ江ネラル・
モークーズ・ホールデン GeneralMotors Holdens, GM-H) を設立して
オーストラリア国内最初の大量生産を実現したが， GMに会社を売却したあ
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （681)85 
と，日産車の輸入に携わるようになった。
1960年から62年にかけて日産はオーストラリア各州にディストリピューク
ーを指定し，順次，全土にディーラー網を設置していったo・ 6跨こにはメルボ
ルンにスペア•バーツのセントラル倉庫を設立した。ディストリピュークー
は，「ダットサン」の販売台数の増加に呼応して， 各州でスペア・パ....ツも
扱った。
19糾年5月1日，ォーストラリア政府は「新自動車製造計画」(New,:Moいr
Vehicle Manufacturing Plan)を発表した。このプランは翌65年1月1日
からスクートする予定になっており，日産は同国に組み立て施設を設立する
可能性の調査，いわゆるフィージビリティ・スタディ (FeasibilityStudy) 
を始めた。
新自動車製造計画は当初95％のローカル・コンテント (LocalContent; 
現地部品調達率）を導入することを規定しており，「A• プラン」と「B プラ
ン」の2段階に分かれていた。 Aプランは，すでにオーストラリア国内で製
造活動をしているメーカーに対するものであり， Bプランはこれから同国で
の製造活動に参入しようと望んでいる会社用のブランであった。 Aあるい
は Bのいずれのプランにも属していない自動車会社は輸入部品や完成車
(Completely Built Up=CBU =wholecar)に対する重い関税率に苦しめ
られることになる。なお， 65年1月1日に，ローカル・コンテント率は当初
案の95彩から85彩に下方修正された。
Aプランの年産最低台数は7,500台と決められており， 7,500台以上を生産
している GM-H, フォード (Ford)， クライスラー (Chrysler)， フォル
クスワーゲン (Volkswagen,VW) ならびにプリティッシュ・モークー社
(British Motor Corporation, BMC) は，段階が設定されていたとはい
ぇ，表ー1の通りの厳しいローカル・コンテント率を達成しなければならな
かった。
この自動車プランの厳しさに適合しえず， VWとBMCの2社は， 1970
年代初期にオーストラリアでの製造事業から撤退してしまった。その運由と
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して2つあげられる。 1つは，両社ともにオーストラリアのような小さなマ
ーケットでは，ローカル・コンテント率85彩水準で経済的に効率よく jドを生
産することができなかったこと。第2IC, Bプランに参加しているトヨクと
日産が1966年7月 1日以降，ノックダウン方式でシドニー市において組み立
て生産を開姶したために， BMCの小型車と VWの「ピートル」 (Beetle)
の市場シェアが急速に縮小してしまったことである。
Bプランは，既述のとおり， 1965年 1月 1日現在，ォーストラリアでまだ
製造活動に従事していないが，これから参入したいと望んでいる自動車会社
のためのプランである。同市場への進出を望んだメーカーにとって，最初か
らローカル・コンテント率95％を達成することは不可能であり，いわば入門
課程として Bプラン＝「スモール・ポリューム・プラン」 (SmallVolume 
Plan,小生産台数計画）が制定されたわけである（表ー2)。
日産はこのBプランに参加するために 1966年6月， ハートネット・ホー
ルディングス社との契約を解除して， シドニー市のプレスド・メクル社
(Pressed Metal Corp.)と契約を締結した。そして同年1月から「ダット
表ー 1 「新自動車製造計画」(「Aプラン」）
(1965年1月1日実施）
実 施 期 日 ローカル・コンテント率
1966年7月1日までに 40~ 60彩
1968年1月1日までに 60~ 80% 
1970年1月1日までに 80-95% 
1972年1月1日から 95~100彩
表ー 2 「スモー ル・ポリュー ム・プラン」(「Bプラン」）の条件
(1966年7月1日制定）
台 数
1~2,500台
2,501~5,000台
5,001~7,500台
ローカル・コンテント率
45 % 
50 % 
60% 
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サン・プルーバード」の組み立て生産に着手した。
1963年にオーストラリアでの自動車生産を始めたトヨタもBプランに参加
したが， ローカル・コンテント率45％の日産と異なって， 6096(「カロー ラ」）
と50%（「コロナ」）のレベルに達していた。この早い時期でもトヨクは，日
産との差を明確にして，積極的にマーケット・シェアを拡大しようとの方針
を打ち出していた。
Bプラン，すなわちスモール・ボリューム・プランについて，もう 1つ指
摘しておくべき重要な点は，このプランのルールに「抜け穴」 (loophole) 
があったことである。それは，オーストラリア国内で組み立てられるモデル
が外国においても生産されていれば，そのモデルを自由に輸入してもかまわ
ない，という「抜け穴」である。
Aプランにはこのルールが適用されなかったので， トヨクと日産以外の
自動車メーカーやオーストラリア自動車部品製造業者連盟 (Federationof 
Australian Parts Manufacturers, F APM)が猛烈な反対運動を展開し
た。しかしながら， 「抜け穴」が完全に密封されるまでに2年半の時日を要
したために， BMCと VWは大きなダメージを受けて，ォーストラリアで
の製造活動から手を引かざるをえなくなってしまったのである。
日産とトヨクがBプランを選択した際に，このルールを知っていたかどう
かの確証はないが，知らなかったという確率はきわめて小さい。それはとも
かくとして， 1968年12月24日に「抜け穴」が密閉されるまでに，日産とトヨ
タはオーストラリア市場に定着していた。この時点で，輸入車が同市場で30
彩のマーケット・シェア (1963年にはわずか3彩）を占めたが，そのほとん
どは日本車によるものであった（表ー3)。
スモール・ボリューム・プランのなかで，ローカル・コンテント率60彩の
レベルに進んだ日産は， 1968年に， 元 VWのクレイトン工場を借用して
「ダットサン」を組み立てはじめた。
1969年2月1日，オーストラリア政府はAプランに新しいレベルを付加し
た。その内容は，年間生産台数7,501~25,000台のメーカーに対して85彩の
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褒ー 8 オーストラリアの完成事輸入台数
年 1乗用車（台） 1軽トラック（台）Iその他（台） 1合計（台）
1964 14,962 8,169 23.131 
1967 25,107 8,344 960 34,411 
1968 36.168 14.309 350 50,827 
（注）この輸入車の万しい増加はほとんどn本製ICよ.,てもたらされた。例えふ全豪農貪違
盟は．会員ICB本襲の幅トラ，クなどを購入するようすすめた。日本がオーストラ，]ア霧の
麦．竿毛．砂糖などの農霰物を輸入する見返りとして． f1本躙品を支持したわけである。
そのうえ． 日本車は品質がよいことに加えて価格も安いので．曹の「ジ＊ッブ・ク 9.,
ブ」 (Japerap.『日本製はクズだ』）という懇い評判もなくな.,ていた。
ローカル・コンテント率を課すというものである。これによってBプランに
45%, 50彩そして60彩． Aプランに85％と95彩の，計5段階の調達比率が．
生産台数別に設定されたことになる。
日産とトヨクがAブランの8596レペルに参入することを検討中の1971年12
月，また別のプラン変更がもたらされた。それは「翰出クレジット・プラン」
(Export Credit Plan)という制度である。この制皮の下では．ォーストラ
リア国内産の製品を輸出すれば，その産物と同じ価値（貨幣で表した交換価
値）のものを，「無関税」 (duty-free) で輸入する権利が与えられた。自動
車の総価値の10彩という制限付きではあったが， 1969年の85形のレペル（例
えば自動車 1台の価格が 10,000豪ドルの場合， 8,500豪ドル分を国内自動車
部品業界から購入することが義務づけられる）から10％を控除すれば， 75彩
のローカル・コンテント率（上の例からすれば7,500豪ドル）になる。オー
ストラリア産の製品を輸出すれば，ローカル・コンテント率は85%から75彩
に下がるわけである。
日産とトヨタは，この「新Aプラン85彩」の適用を受けることを希望し，
その旨，オーストラリア政府に申請した。ところが，翌72年の選挙で自由党
(Liberal Party)が労働党 (AustralianLabor Party) に敗北し，結局，
その申請はポツになってしまった。
日産は，合理化策の一環として， 1966年に結んだプレスド・メタル社との
契約を解約して，クレイトン工場だけで組み立て作業を営んでいた（年産約
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （685）鴫
20,000台）。 これは，自動車製造活動のための準備であり， 本格的な生産に
入る1976年までに，さらに4年間の歳月を要したのである。
I 政権交替とバトン・プランの制定 (1972-1984)
1972年の選挙はベトナム戦争中に実施されたために，オーストラリア国民
は戦争以外のことに対して余り関心を払わなかった。
マクマホン政権 (MacMahonGovernment,自由党）の戦争ポリシーは，
「アメリカ合衆国政府を支持する」というものであった。他方，ウィトラム
(Wbitlam)労働党は．「もし選挙に勝てば． いまだかつてないほどの不人
気な東南アジアでの戦闘に関与することをやめ， ANZUS同盟条約を破棄
する」というものであった。要するに， この選挙の争点は，「ベトナム戦争
に参戦し続けるか否か」にあり，これ以外に重要なものはほとんどなかった
といえる。
結局，労働党の勝利にともなって，すべてのオーストラリア兵がベトナム
から帰還したが，それと軌を一にしたかのように，国内に経済的混乱が目立
ちはじめた。非現実的とも思える経済政策を打ち出しただけでなく，政権の
座に慣れていなかったために，労働党は多くの重要な意思決定をなすクイミ
ングを逸したり． 「ひどい場合には」まった＜決定を下さなかったことさえ
あった。
不幸にも，自動車産業政策がその「ひどい場合」に該当した。日産とトヨ
タの両社による「85彩のローカル・コンテント適用申請」は何ら考慮され
ず， 1976年までの4年間，「どっちつかずの状態」 (inlimbo)に据え置かれ
たままであった。つまりローカル・コンテント60彩という低い部品調達率で
毎年7,501台以上（上限25,000台）の車を作るのはプランに対する違反であ
るが，政府はローカル・コンテント85劣で7,501台以上の生産レベルに参加
することを望む，両社の申し込みを受けつけなかったわけである。
当時，完成車の関税率は45彩であり，もし年間に7,501台以上の乗用車を
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販売しようとすれば，日本から翰入する必要があったが，この仕事は日産や
トヨクではなくて，代理店 (agent)によって独占的に遂行された。 1972年，
「割当盈」 (Quota)制なしに， ォーストラリアで急激な日本車翰入が始ま
った（表ー4参照）。しかし， 在豪日本車メーカーが直接利益を待ることは
なく，「獅子の分け前」 (Lion'sShare)を享受したのは代理店であった。
それはさておき，輸入車の急速な増加は，いったいどこに原因があった0)
であろうか。
第 1番目に指摘できることは， 1972~73年にかけての第 1次石油危機
(First Oil Crisis)の彩響である。これを契機として， 性能ががよくて燃
費効率に優れた日本車の小型車人気が蒻まっていくのであるか，とうていオ
ーストラリア国内産だけでまかない切れるはずはなく，日本からの翰入に頼
らざるをえなくなったのである。
第2番には，石油危機に起因してもたらされたインフレーションである。
ォーストラリアの日常生活用品は，石油価格の変動にきわめて敏紙に反応す
る。国内輸送が，ほとんどトラックに依存しているからである。インフレー
ションのもたらす悪循環に歯止めをかけるために，次々といろんな政策が打
ち出された。代表的なものは， 1973年7月に， 自動車の関税率が45飴から
33. 75 %に引き下げられたことである。当然のことながら，日産やトヨクの
小型車価格は，従来にも増して安くなった。その結果，日産やトヨタ車の輸
入台数が増加した半面，国内自動車メーカーのシェア・ダウンにつながり．
経営悪化をひきおこした。
1974年に GM-H, フォードならびにクライスラーが合計で7,000人の従業
員を削減すると発表した。事態を憂慮したオーストラリア政府は，自動車プ
表ー 4 ォーストラリアの完成車輸入
年 I台数（台） Iシェア(96)| 
1912 I 34. 639 I 1. s 
悶;:I !:: I ~H I 
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （687)71 
ランに関して，次のような 2つの対策を発表した。
① 関税率を45彩に戻す。
R 1975年1月から「80/20」（国内産自動車80%／完成車輸入20彩）のマ
ーケット・シェアリングを厳守する。
この措置に対して，オーストラリア自動車部品製造業者連盟(FAPM)な
どが反対したが，「80/20」プランは変わらなかった。
1976年にフレーザー (Frazer)自由党が政権を奪還したとき，ょうやく日
産とトヨクによる「ローカル・コンテント85彩」レベルヘの参加申請が受理
・認可された。その結果， 両社はオーストラリア国内で年間7,501台から
25,000台の幅で生産する権利を獲得したのである。ビジネス・消費者問題担
当大臣 (TheMinister for Business and Consumer) は，次のようなコ
メントを発表した。「オーストラリア市場では，日産車とトヨク車に対する
需要が強く，もし双方を現地生産プランから除外すれば，輸入制限措置を継
続しなければならない。逆に，両社がオーストラリア国内で生産活動に入れ
ば，自動車部品メーカーや労働者雇用に好影響がもたらされるだろう。」，
1978年に，またもやプランの変更が発表された。当時のオーストラリア自
動車業界は，品質的にも価格的にも，輸入車に対抗できず低迷していた。そ
の救済策として，完成車輸入に対する関税率が再び45彩から57.5彩に引き上
げられるとともに，もともと「一時的な方策」 (temporarymeasure)であ
ったはずの輸入車台数「割当制」も延長されたのである。
1979~81年にかけて， 「産業援助委員会」 (IndustryAssistance Com-
mission, IAC，政府の諮問機関）がオーストラリア史上重大な自動車業界に
ついての調査を実施し， 81年12月にリポートとして公けにした。 84年5月29
日に発表された「バトン・プラン」は， 81年の IAClJポートに盛られてい
る勧告のほとんどすぺてを網羅していた。
1984年に，通称「バトン・プラン」を打ち出したのは，時の商工大臣ジョ
ン・バトン上院議員 (Senator John Button)で， その骨子は以下のとお
りである。
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① マーケット・シェアリング「国内産8096／輸入車20彩」の廃止。
② 「関税・クォークー制」 (TariffQuota System)の設定。 これによ
ってクォークー（割り当て）量以上の輸入も認可されるようになった
が，その代償として 15096の関税を支払わなければならない (1992年に
は12596に引き下げられた）。
⑧ 「輸出クレジット制」の拡大。
④ 「ローカル・コンテント85%」の存続。
⑥ 既存の 5自動車メーカー， 13モデル車を 3社， 6モデル単に整理・統
合。
⑥ バトン・プランを管理するために「自動車産業局」 (AutomotiveIn-
dustry Authority)の創設。
これらバトン・プランの内容と同プランヘの対応のまずさから，日産の悲
劇的な将来の幕が切って落されることになる。
皿 自動車保護政策の変遷 (1972....1993) 
オーストラリアでの最初の大量生産体制による自動車は， 1948年の GM-
H製「48/215」モデル，すなわち「FJ・ホールデン」であった。政府決定
のプラン通り，同車は9596以上のローカル・コンテント率を実現していた。
フォードや他の自動車メーカーもオーストラリア国内で組み立て，あるい
は製造活動に従事していたが，この時点では日本製の自動車は，ほとんど登
場していない。
1960年代半ばごろ，日産とトヨタがオーストラリア市場に進出しはじめた
とき， GM,フォード，クライスラーの，いわゆるピッグ・スリー以外の欧米
の自動車メーカーは，同市場での組み立て，あるいは製造活動から撤退する
構えをみせていた。そして70年代半ばまでにはトライアンフ (Triumph),
ルーツ (Rootes)，ルノー (Renault)，エム・ジー・ピー(MGB/Leyland),
プジョー (Peugeot)，ポルボ (Volvo), BMC, VWなどが完全に手を引
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いた。 80年4月30日になってクライスラーも，アメリカ本社の赤字削減と世
界規模的な事業展開のためにオーストラリア子会社を三菱グループに売却し
た。すなわち，オーストラリア・クライスラー社 (CAL)の所有株式全株の
3,879万株を5,760万ドルで，三菱自動車工業と三菱商事に売却してしまった
のである。
これらの企業は，ォーストラリア政府による自動車プランの方針や指示に
従う能力がないか，もしくは従う意思がなくて製造活動を停止したのであっ
た。
前節にて述ぺたように，自動車プラン数は，基本的には，ローカル・コン
テント率に応じて5つ (Aプラン2つ， Bプラン3つ）であったが，プラン
実施期間中に目まぐるしく変更が加えられたために，細かく分類すれば，プ
ラン数は数十にも達する。とはいえ，もともと 5つだけであり，プランの形
を簡単に述ぺると，次の通りである。
〔1〕 1944年の「チフリー政府」 (ChifleyGovernment，労働党）の方針：
「価格に基づいてローカル・コンテント率9096の車を作るか，さもなけれ
ば重量に基礎をおいて9596の車を製造すること。」
〔2〕 1964年の「メンジーズ政府」 (MenziesGovernment,自由党）の
方針：
「ローカル・コンテント9596の自動車を製造すること。」
〔3〕 1974年の「ウィトラム政府」 (WhitlamGovernment,労働党）の
方針：
「ローカル・コンテント9596は厳しすぎるので8596に緩和する。日産もト
ヨクも参加を認める。」
〔4〕 1979年の「フレーザー政府」 (FrazerGovernment,自由党）の方
針：
「ローカル・コンテント8596はまだ高すぎる。輸出クレジット方式を導入
して8096に緩和する。その後77.5％に緩め，最終的には7096にすること。」
〔5〕 1984年の「ホーク政府」 (HawkeGovernment，労働党）の方針：
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「ローカル・コンテント70%はよいが， 1974年に日産とトヨクに参入を、作
可したのは間違いであった。今後1992年までに， 国内外を差別することな
<， 5メーカーを 3社に絞る必要がある。これを実現する最善の策は， il産
とトヨタの 2社がオーストラリアでの製造活動を諦めるまで関税率を引き下
げることである。
ォーストラリア国内市場に 5つの自動車メーカーが＃在することは，政府
による保護を必要とすることを意味するが， それは財政的に困難であるか
ら，政府としては保護するつもりはない。」
以上素描したとおりであるが，オーストラリアにおいて， n動li工業に対
する保護，あるいは規制策が実質的な意味をもってくるのは， 1970年代初頭
になってからである。
ォーストラリア政府による自動車保護政策，つまり国産化政策ならびに輸
入乗用車規制策は，まさに「朝令暮改」的に強化されたり，緩和されたりし
ている。年次順に，その内容をやや詳しくみていこう。
1972年に労働党政権が樹立されたが，同政権は従来よりもいっそう厳しい
国産品優先措置政策，すなわち自動車全生産品目の8596の国産化計画（国内
メーカーは，部品の8596を国内調達することを義務づけられ，その見返りと
して残りの15？る分だけは無関税で輸入できる計画）を打ち出した。
第 1次石油危機に起因する1974年ごろからのインフレーションと世界経済
の後退などが渦状的に絡み合って，ついに75年になって輸入車の比率を国内
販売(74年の総販売台数は約58万8,500台であり，そのうち国産車が43万7,500
台，輸入車15万1,000台）の 20％以下（国内メーカーに 80彩のシェアを確保
させるための輸入枠）の年間 9万台に制限するという方針が発表された。し
かし，この輸入当制は， 76年12月8日に撤廃された。
1977年7月12日，コットン産業・商業相は，国内自動車工業における雇用
状態の悪化を食い止めるため，翌13日から乗用車の輸入数量規制を実施する
と表明した。輸入規制の内容は，①輸入台数を年間 9万台とし， 76年11月の
実績をもとに 3カ月ごとに割り当てる，R輸入規制実施期間はとりあえず 6
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カ月間とする，というものである。同年10月，政府は乗用車の輸入規制を 2
年間延長して， 1979年12月末まで継続する決定を下した。
この2年延長策は， 政府の諮問機関， 「産業援助委員会」 (IndustryAs-
sistance Commission, IAC)の勧告にもとづいた形で決定されたものであ
る。コットン産業・商業相およびファイフ企業・消費者関係相によると，こ
の政府措置は，「輸入規制の継続はオーストラリア自動車メーカーを深刻な
窮状から救うのに必要」であり，また「輸入規制を続けないと，国内メーカ
ーのマーケット・シェアは，窮状から脱出するのに必要だと政府が考えてい
る80%以下になってしまうだろう」という理由でとられたのである。
それゆえに政府は，①77年の輸入車割当台数は 9万台， R78年は 9万4,000
台，⑧79年は 9万台を下回らないものとし， 78年末に実際の割当台数を決め
る，さらに④産業援助委員会が数量規制は79年12月31日までと勧告したのに
対して，政府側はこれを無視して．それ以降については79年中に決めること
とし，⑥完成乗用車の現行輸入関税45彩は80年12月末まで継続するとの決定
を下したのであった。
1978年2月23日， リンチ商工相とファイフ企業・消費者関係相は77年10月
公表の輸入割当台数 (9万台）を取り消し， 78年は新車需要が減少するとの
見通しから，自動車輸入業者に対する第2四半期 (4~6月）以降の暫定割
当を中止すると発表した。
オーストラリア政府は，雇用政策の一環として現地産業保護策を採ってい
る。このため自動車工業については，現地メーカーが80％のシェアを確保で
きるように輸入枠を設定しているが，当初の78年の需要見通し47万台（輸入
枠は20彩の 9万4,000台）はむずかしいとして， 2月23日， 第 1四半期 (1
~3月）の輸入割当を認めただけで，以降の中間割当は行わないことにした
ものである。
ところが同78年7月28日，政府は自動車工業の保護という銀点から， 78年
の乗用車の輸入割当台数を年間8万8,000台に変更すると公表した。割当枠
を8万8,000台にしたことから，政府による78年の需要見通しは44万台とい
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うことになる。今回の措置発表に際し，政府はいままで1.000台以下の割当
枠しか持っていなかった企業に対しては，枠の削減をしない旨約束した。そ
の後8月15日，ファイフ企業・消費者関係相は乗用車の輸入関税率を4556か
ら57.5％に引き上げ，乗用車販売税は逆に27.5彩から15形に引き下げる法案
を議会に提出する，と発表した。
1979年7月3日，オーストラリア政府は79年分の乗用単輸入割当枠を 9万
3,000台（需要見通し46万5,000台）と公表し，改めて政府のガイドラインに
もとづいて，輸入車のシェアは今後とも，同国乗用車市場の20%に抑える方
針であると強醐した。
同年10月，政府は80年 1年間の輸入車割当台数を79年の 9万3,000台より
2,000台増やして 9万5,000台とし， うち 8万5,000台を従来通りの実績割
当，そして残りの 1万台を入札方式にすると通達した。それによると実績割
当は， 77会計年度 (77年7月～78年6月）および78年度の過去2年間の実績
にもとづいて各社に割り当てられる案であった。今回初めて導入された入札
方式は， 45％の輸入関税に「いくらプレミアム関税を上乗せした車を何台輸
入することを望むか」という調査表を各業者に提出させ，上位 1万台まで許
可するやり方で，応札の締め切りは11月2日であった。
産業援助委員会は1980年7月29日，翌81年以降の完成乗用車の輸入規制に
関する勧告草案一①入札方式による割当台数を年々増大させる，⑨輸入課徴
金率を現行の12.5彩から20％に引き上げ， 81年から実施する，などーをまと
め政府に提出した。このリポートの中で，とくに強調されたことは，従来，
政府が堅持してきた「輸入枠は総需要の 20劣以内に抑える」基本方針を，
「30％にまで引き上げるぺき」とその転換を訴えたことである。しかしなが
ら政府は12月 5 日になって，国内自動車産業保護•育成という見地からその
勧告を拒否し， 81年の輸入枠を80年より下回る 8万8,000台に設定した。っ
まり需要見通しを“万台とし，従来通り20％のシェア枠を輸入車に割り当て
たのである。乗用車の関税は45彩で，これに12.5彩の課徽金を上乗せするた
め， 輸入車には本国の工場出荷価格に57.5彩の税金が賦課されることにな
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る。こうした保護政策によって，オーストラリア国内で乗用車を生産してい
る5社一GM・ホールデン (GM-H)， フォード・オーストラリア'AMI
（オーストラリア・モーター・インダストリーズ， トヨク・グループの子会
社）， 豪州日産および三菱モークーズ・オーストラリアーの利益を擁護して
いるわけである。
1983年央から同年末にかけて，ォーストラリアは国産車保護策をめぐって
揺れた。ホーク労働党政権は「雇用機会の確保」「製造業のレベルアップ」
の銀点から，自動車産業の保護・育成に熱意を示した。しかし，国内の乗用
車販売市場は年間わずか45万台程度で，バ！トン商工相も「これだけのマーケ
ットなのにメーカーが5社も存在するのは多すぎる」ともらすほどであっ
た。年間生産台数はトップのフォードで13万台， 5位の三菱自動車は 5万～
6万台規模で，当然のことながら，生産コストは高くつき，市場価格も同型
車で日本の 5割高になった。
そのうえ，部品メーカーを保護する目的で「国産化率85彩」という高い障
壁があるため，乗用車の価格は過当競争状態でありながら，あまり安くなら
ない。そこで57.5彩という高率関税にもかかわらず，とりわけ日本からの輸
入車が市場性を発揮し，放置すれば国産メーカーの経営が危殆に瀕する恐れ
もあって， 「輸入車は国内需要の20彩以内」との割当制を敷いているわけで
ある。
そのような事情もあって近年，「乗用車」の分類に属さないマイクロバス，
バンクイプ車， 四WDが内装を豪華にし， 荷台部分も客席に模様替えをし
て大量に入ってくるようになった。 とくに日本製が目立った。フォードや
GM-Hは「小型商業車の年間輸入量が13万台にもなり，乗用車市場を圧迫
しているから規制すべきだ」と政府を突き上げた。
政府は前保守党政権から引き継いだ自動車政策を全面的に見直し， 85年以
降の労働党政権による新政策を打ち出そうとして， 「小型商業車問題をめぐ
る国内自動車メーカー保護のあり方」を産業援助委員会に諮問する一方で，
「当面の問題だけでなく中期的な展望も含めた検討」を国産5社，部品メー
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カー， 自動車産業労組， 利用者代表などから成る自動車産業審議会 (Car
Industry Council, CIC)に依頼した。
産業援助委員会はこれに対して，①国内自動車メーカーはすでに十分に保
護を受けている， ②小型商業車の一部が乗用車市場に影響を及ぼしている
が，それだからといって小型商業車，四輪駆動車（四WD)の翰入制限まで
行うぺきでない，と「過保護反対」の答巾を出した。
ところが他方，自動車メーカーや労組代表の入っている自動車産業審議会
は， 「85年の輸入台数は 9万5,000台， 86年9万4,000台， 87年9万8,000台
とし， 88年以降の輸入割り当ては86年実績をみて，国産車シェアが80彩台を
維持できるようにすぺきだ」として「保護強化策」を求めた。
このような輸入制限枠に関して，政府の二つの諮問機関が賛否に割れてい
る折の1984年5月29日，パトン商工相は，国内自動車産業の効率向上と［引際
競争力強化を狙いとして，①輸入乗用車に対する現行の数量割当制を漸次廃
止し，関税割り当てに移行する，R現在部品輸出の見返りとして認められて
いる国産化率引き下げ幅を87年には15彩まで拡大する，などを骨子とする新
自動車産業政策（通称「パトン・プラン」）を打ち上げた。
それによると，輸入乗用車に対する数量割当は86年以降毎年25彩ずつ減ら
す。半面，現行57.5％の輸入関税を上回る税率での乗用車輸入を85年から認
め，その税率を漸次引き下げていくことによって， 92年には現行税率 (57.5
彩）での乗用車の輸入を無制限に認めることにしている。政府はこの措箇に
よって， 90年代前半には現在5社ある自動車メーカーを 3社に，そして生産
車種の数を13モデルから 6モデルヘと集約・整理したい意向であると表明し
ている。また国産化率については，現行の85%は依然維持されるが， 84年現
在7.5彩まで認められている部品輸出の見返りとしての国産化率引き下げ幅
は， 87年には15%まで拡大されることになった（表ー5参照）。
8岬から92年までの 8カ年にわたる自動車産業合理化計画とも言うぺき新
自動車政策は， 85年以降，完成車輸入を自由化するとともに，現在の輸入割
当台数を89年までに，段階的に撤廃することが目玉となっている。しかし，
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褒ー 5 豪州の新自動車産攀敢策の概妻
11983年 84 85 86 87 88 89 90 91 92 
知誼（の万雙口ぐ割当 8.1 8.65 10.5 8ー5毎年年2を5％ベ削ー減スに→ O 
（関税率は57.5%)
枠への外関税輸率入（％車） （輸入禁止） 100 95 90 85 80 72.5 65 57.5 
（輸入自由）
輪這C1!1入・薗ぷイ』ン瞬ト） 6.25 7.5 10 12.5 15 
（注）輪出入補完繭度は．現蜻生塵している企業の国童化艤霧寧（鴫髯）を豪州襲車両鄭品の輸出に応じて免
誡するもの。
自由化されるとはいえ， 85年の関税率は100％であり， これでは輸入車の競
争力は期待できない。さらに現地生産メーカーにとっては，比較的低関税率
(57.5%）の輸入割当が優先的に与えられているが，この数量枠が89年まで
に完全になくなることはむしろ痛手でもある。
一方で，輸出入補完制度にもとづく国産化義務率の引き下げは87年には15
％となり， 最終的には70％のローカル・コンテント率とされることになっ
た。
その後数年間オーストラリア政府は， 84年に打ち出した自動車産業政策
（バトン・プラン）に基づいて，同産業の近代化，合理化を推進してきた。
そしてそのテンポを加速するために88年4月13日，輸入車の関税割当制度を
直ちに廃止するほか，関税率も段階的ながら，大幅に引き下げるなど，自動
車市場の思い切った規制緩和＝自由化策を発表した。関税割当制度は現在，
国内市場の20％をメドに適用，割り当て枠外については85％の高率関税をか
けている。計画では92年に廃止することになっていたが， 13日から直ちに輸
入関税だけの規制に踏み切った。
また，乗用車の関税は①現行の67.5彩を13・日から45％に引き下げる，③89
年以降，毎年2.5％引き下げ， 92年 1月1日から85彩とするーと保護水準を
大幅に緩和する。四WD車（現行25彩）と軽商用車（同35%）の関税につい
ても，直ちに一律20％とし， 92年 1月1日からは15％まで引き下げるという
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大幅な変更をともなう内容である。
さらに注目すぺき点は，いまひとつの規制措四であった余剰翰出クレジッ
トの緩和が盛り込まれていたことである。金額ペースで部品園産化率をオー
バーした分については，完成車輸入に割り当てる比率がIuJ上し，従来2年問
の有効期限も撤廃された。
こうした一連の集中的な緩和措屈により．これまで国内販・；且台数の20%に
制限されてきた輸入制限は，事実上解消されることになった。困内自動車市
場の自由化は，ォーストラリアの新自動車政策に基づいて生き残りを目指す
現地の日・米メーカーの競争力強力や再編・統合に弾みをつけ，固凶全体の
自動車産業の近代化のピッチを早めるのが大きな目的といえよう。
パトン・プランの制定と改定が進んでいた91年3月5日に，政府はは内自
動車産業の再編成などを目的とした産業改革の新プログラムを発行， 93年1
月から 8年間にわたって効力をもつ自動車新法を発表した。すなわち輸入完
成車に対する関税大幅引き下げなど，国内自動車保護策の緩和方針を決定し
て公表したのである。
オーストラリア政府はいままで自動車国産化政策として，国産化率85飴以
上を達成している 5社 (GM-H, フォード，日産， トヨク．三菱）を保護す
るため，輸入完成車の関税を高くするなどの措置を実施してきた。しかし今
回の決定では．自動車の国産化政策が終了する92年度に35％となる関税を，
93年以降毎年2.5％ずつ引き下げ， 2000年には15％になることになった。
このため， 政府の国産化政策の下で現地生産を続けてきた 5社は猛反対
し，関税引き下げの見送りを要求していたが，業界側の意向は反映されなか
った。
その後政府は，産業委員会から提言のあった自動車産業構造転換計画を承
認， 91年 1月1日に遡及して実施に移した。すなわち93年初めからとなって
いた当初案を変更して， 2年間繰り上げたわけだが，自動車輸入関税の引き
下げは当初プランどおり93年からの実施となる。つまり関税率は91年の37.5
％から毎年2.5％ずつ引き下げられ， 2000年以降15％となるのである。
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この構造計画は，自国自動車産業の輸出競争力と輸出志向の姿勢を強化す
ることを狙ったものである。自動車•同部品の輸出を奨励する目的から，企
業には輸出額に応じた「クレジット」が与えられる。クレジットは，輸出に
含まれる国内付加価値として計算され，企業はクレジットにその時々の輸入
関税率を乗じた金額を限度に，輸入関税を免除される。例えば年間100万豪
ドルのクレジットを与えられた企業は， （現行37.5％の関税率を乗じて）
37.5万豪ドルまで輸入関税を免除されるわけである。
また，自動車部品輸入の15彩について，輸入関税を免除するという従来か
らの規制は， 96年末まで継続されることになった。
以上見てきたように，オーストラリア政府による自動車政策は目まぐるし
く変更されてきた。それに対して，現地自動車資本はどのような経営戦略や
方針をもって臨んでいるのであろうか。トヨタ自動車に例を求めることにし
よう。
1993年5月6日， トヨク自動車は9舷Fのアルトナ工場完成（「カローラ」
「カムリ」生産）に伴い，既存のポートメルボルン工場（トヨク）とダンデ
ノン工場 (GM)を閉鎖，売却する方針であると発表した。
トヨクは196絆Fにオーストラリア現地法人TMCAを設立，ポートメルポ
ルン工場で生産を開始した。その後，オーストラリア政府の自動車政策に対
応し， 88年にGMと折半出資の合弁持株会社「ユナイテッド・オーストラリ
ustralian Automotive ア•オートモーティプ・インダストリー」 (UnitedA ・
Industry, UAAI)を設立した。そして89年からポートメルボルン工場と
は別に， GMの現地法人 GM・ホールデン (GM-H) 所有のダンデノンエ
場を借用して「カローラ」の生産に着手した。 91年にはポートメルボルンエ
場で「カムリ」を3万2,200台生産し，うち5,700台を GM-Hに供給 (GM
での車名は「アポロ」），ダンデノン工場では「カローラ」を2万7,300台生
産し，うち4,400台を GM-H向けの「ノバ」として供給している。
逆にトヨタは， GM-Hから「レクセン」 (GM名は「コモドア」）の供給
を受け，両社間には相互供給体制ができている。 92年3年には TMCA,
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GM-Hとも UAAIの100％子会社になった。
アルトナ工場は， TMCAがメルボルン郊外に建設を進めているもので，
敷地面積は75万平方メートルと広大なものである。オーストラリア政府が完
成車の輸入関税を93年32.5彩， 96年に2596,2000年に15％に引き下げる決定
をしたことから，現地生産車の価格競争力を強化するために，新工場に一本
化し，効率化と生産性向上を図ることが狙いとされている。
W バトン・プランの変更と日産の苦悩 (1984-1990)
1984年に．バトン・プランが公表されたときの日産に対するイメージは，
決して芳しいものではなかった。当時．信頼性があって燃費効率のよい車が
出回っていたなかで，日産車はこれといって特色のない，魅力のないものに
なってしまっていた。
1984~85年にかけて実施された調査にもとづいて，消費者向け雑誌『チョ
イス」 (Choice)は，日産の「200B」（中型車）と「プルーバード」（中型車）
の信頼性は日本製ならびに現地生産車のなかで「ワースト」と指摘し，その
理由を次のように報じている。
① 日産の東京本社の命令によって，豪州日産における日本人のスタッフ
の出入りがはげしくて， コミュニケーション不足や安定性に欠けているこ
と。
R クレイトン工場は，他のオーストラリアの諸工場に比ぺて，生産性が
よくなかったこと。
⑧ スクッフの勤労意欲やディーラーの質などの面で問題があったこと。
このような欠点を是正するために． 1987年3月， GM-Hからアイバン・
A・デペソン (IvanA. Deveson, 1934年オーストラリア生まれ）がヘッ
ド・ハンティングされ， 豪州日産の新しい会長兼最高経営責任者 (Chief
Executive Officer, CEO)に任命された。
デペソンは，チーフ・アドバイザー兼共同管瑶者 (ManagementTeam) 
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として笹本久士（豪州日産の日本人トッブ）を指名した。デベソンの笹本観
は，「スクッフというよりは，実の兄弟のような関係」 (aman that Deveson 
described as being not so much a colleague as a blood brother) 
(1992年8月18日のセイバトン君の聴き取りによる〕であった。
当時，広大な国土をもつオーストラリア市場で成功するには， 6気筒モデ
ル車の投入が必要であったが，東京の日産本社は「豪州日産からの 6気筒車
に対する要求を誤解していた」 (TheAustralian. Feb. 6, 1992)。本社首
脳は，「GM-Hやフォードがオーストラリア市場での6気筒車の将来性につ
いて，否定的見解を述ぺた」ことを受けて， 「6気筒車の投入を断念した」
というのであるが，この点に関して少し説明しておこう。
1986年，日産は GM-Hと合併事業形態をとった。そして GM-Hと「棲
み分け」とでも表現すべき「モデル・シェアリング」 (modelsharing)を実
施していたが，日産がGM-Hのチャック・チャップマン (ChuckChaman) 
会長はじめ，同社のスクッフに「マキシマ」 (Maxima,6気筒車）を打診し
たところ，彼らは「マキシマ」の導入を断った。もし「マキシマ」を投入す
れば， GM-Hの「コモドア」 (Commodore,6気筒の日産「スカイライン」
(Skyline)仕様）と同じ市場セグメントで直接競合するからというのが，そ
の運由であった。ところが，日産本社ではこれを「6気筒車はオーストラリ
アでは不向き」と解釈したのである。
フォードも，日産と GM-Hとの合併関係が終わったとき，デトロイト本
社の命令で日産とのモデル・シェアリングを検討したが， やはり「マキシ
マ」を拒否した。 GM-Hと同様な理由で，「フォード・ファルコン」 (Ford
Falcon, 6気筒車）の市場を直撃する恐れがあるために「要らない」と断っ
たのでのある。それで日産本社のトップ・マネジメントは， 「やはりオース
トラリアでは 6気筒車投入は不適当である」との最終決断を下した。
豪州日産のスクッフは，「『マキシマ」は我々にとって完璧だ」として，東
京の本社にオーストラリア市場に投入するよう要求したが，無視されたり，
あるいは 1年間ほど「まだ決めていない」といわれ続けた。豪州日産では，
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本社のこの態度に対して「日本のスロー・ノー」 (slowno)と皮肉った。
またオーストラリアの自動車業界ジャーナリスト連は， 「アイパン・デペソ
ンは4気筒車が好きだから，そして本社の言いなりになって 4気筒車の投入
に反対しなかったから， CEOに抜擢されたのだ」などと取り沙汰した。
「ふりかえってみると， わたくしのもっとも大きな失敗は， 4気筒車の
「プルーバード」（オーストラリア名「ピンターラ」 Pintara)を市場に導人
したことでしょう。しかし，自己弁護するわけではありませんが，私は日産
に入社したばかりであり，モデル選択のような重大な決定に関して，本社に
反対する自信がありませんでした。日産内部のことは何も知らなかったので
す」（リチャード・セイパトンのインクピューに答えて）。
もう一つ，皮肉なことが起こった。「スカイライン」 (6気筒車）の生産
を中止したとき， ニュージーランドヘ輸出する 6気筒車がなくなってしま
ぃ，豪州日産は「ピンクーラ」 (4気筒車）を輸出しはじめた。 そのためや
むをえず， 日産ニュージーランド社は， ノックダウソ方式で「マキシマ」
(6気筒車）を組み立てはじめた。同車はGM-Hの「コモドア」 (6気筒車）
の販売台数を凌駕して，ニュージーランド市場で「スカイライン」の 2倍以
上のシェアを奪ったのである。「ピンターラ」の販売台数は， 絶望的に低い
水準にとどまった。しかし不幸にも， 1986年時点では，この「ズレ」がもた
らす重大さを日産本社は認識していなかったのである。
さらに，次のことも指摘しておく必要があるだろう。 1985年9月22日の，
いわゆる「プラザ合意」の影響で，オーストラリア・ド）レ (A$)が日本円に
比ぺて著しく価値が減少し，オーストラリアの物価が急騰した。その結果，
自動車販売台数は劇的に下落し， 20数年前の水準にまで落下してしまった。
各自動車メーカーともに苦しんだが， トヨクと同時期の 1960年代にオース
トラリアに進出した日産の業績は悲惨なもので， 1980年代に上陸した三菱
(MMAL)にも遅れをとり， 第 5位， つまり最下位に落ち込んでしまった
(1位フォード130,000台， 2位 GM-H80,000台， 3位トヨク59,000台，
4位三菱51,000台。図ー 1参照）。
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豪州日産の業績が低迷している間にも，バトン・プランは数次の変更を重
ねた。自動車計画に対するこれらの変更は， 1856～郎年のオーストラリア・
ドルのかなりの価値下落によって拍車がかけられた。具体的に紹介しておこ
う。
1986年ー一少量生産に対する罰金制の導入。
1987年~「輸出クレジット」を自動車輸入会社に適用。
198眸一「オーストラリア・ドル安」が生じた時，バトン・プランを再
検討。その結果，
① 輸入割り当て制 (Quota)の廃止。
R 乗用車関税が一挙IC57.5％から45彩に引き下げられ，その後毎年2.5
％ずつダウンして， 1992年には35彩になることが決定された。
⑧ 輻トラックと四輪駆動車（四 WD)の税金が20％に引き下げられ．
1992年には15％にすることが決められた。
1989年—-1 月 1 日にローカル・コンテント制度がなくなった。そのかわ
り，自動車生産（ドル価値を中心にして）の15％は無関税，残りの85劣につ
いては199岬 40%,91年37.5彩，そして9碑こには35％と輸入税が減免される
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ことになった。
これらバトン・プラソの変更のうち，豪州日産が最もダメージを受けたも
のは， 1986年の少量生産罰金制であった。
1990年の自動車産業委員会 (IndusrtyCommission)は，次のように述ぺ
ている。
「従来，生産台数が一定レベル以下であってもペナルティは課されなかっ
た。これらのモデルの製造業者は， そのモデルの生産をやめるか（三菱の
「コルト」と日産の「スカイライン」は製造を中止した）， それとも販売増
を図る（トヨク「カローラ」， GM-H「ノバ」， 日産「パルサー」と「ピン
クーラ」）ことによって，ペナルティを回避してきた。」
豪州日産の全車種は， 1989年のルール改正によって打撃を受けた。そして
上述のように「スカイライン」の生産を中止した。
バトン・プランの目標の 1つは， 「5メーカーを 3社に」「13モデルを6
っ」に絞ることであった。生産台数が第6番目のモデルまでは罰金が諜され
なかったが， 7位以下のモデルには罰金が課された。 1989年時点で，日産車
は6位（「パルサー」）と 7位（「ビンクーラ」）に位置しており，罰金を避け
るためには，少なくとも 5位と 6位にならなければならない。豪州日産とし
ては，販売台数を増やすために何らかの手一それもできるだけ早くーを打つ
必要があった。
ただ日産本社の留意すぺき点は，オーストラリア国内で生産台数が40,000
台を起える車は 2モデルのみ，そしてその双方ともに 6気筒車であるという
ことである。豪州日産には 6気筒車はなく，また 6気筒車を製造する計画も
なかった。
フォードには「ファルコン」， GM-HICは「コモドア」， トヨタには「レ
クセン」 (Lexcen),そして三菱には「ペラーダ」 (Verada)と，それぞれ
6気筒車が存在していた。
豪州日産は2つのモデル車（「パルサー」と「ピンクーラ」）を有してい
たが，いずれも 4気筒車であり，年間20,000-29,999台の生産台数層に位置
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する少量生産モデルであった。 1990年後半から91年初頭にかけて，バトン・
プランによる高いペナルティ料から逃がれる道はただ1つ， 「大量販売」し
かなかった。デベソソも「私の仕事はツー・ゲット・ポリューム (toget 
volume)だ」と断言している。
デベソンは「販売量」を増やすために数々の戦略を駆使した。最大のもの
は「ディスカウンティング」 (Discounting,reduce the price drastically) 
であった。マーケット・シェアを高めるために，利益を犠牲にして生産価格
を販売し，いったんシェアを高めてから値上げをして，そしてシェアを維持
するのがこの計画の狙いであるが，これには2つの弱点があった。
1つは，もし競争相手が自らのシェアを維持するために，同じようにディ
スカウンティングを実施すれば．双方ともに利益を上げることができなくな
ることである。
2つ目は，ディスカウンティングを中止したときに， 「スティッカー・シ
ョック」 (stickershock)が生ずる危険があることである。スティッカー・
ショックとは，ディスカウント策を中止して車の価格が急騰したとき，消費
者は経済的には車を購入することができても，厭気がさして購入しないこと
を意味する。つまり「能力」はあっても，「意志」がない状態をいう。
豪州日産の場合， 1991年に「パルサー」に関して，ディスカウンティング
とスティッカー・ショックの双方が生じ，最悪の状態に陥った。具体的にい
えば，同社がディスカウンティングを発表したとき，同業他社のフォード，
GM-H,トヨク，三菱も同じ方法をとった。その結果，自動車業界全体のマ
ーケット・シェア構造に変化が生じなかったばかりか， 5社ともに利益を計
上することができなかったのである。
次に豪州日産が打ち出した販売戦略は，•特別な「オプション・パッケー
ジ」 (optionpackage)の設定である。例えば同社は， 「パルサー・リーボ
ック」 (Pulsar Reebok)というスポーティーなイメージをもつ車を売り出
したことがあった。これはリーボック社 (ReebokLtd.）の協力を得て，特
別なクロス・トリムのシート (clothtrim seats)や内装などにオプション
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を付けたものである。
この販売戦略を導入した効果があって， 「パルサー」は1990年の 6, 7, 
8月の 3カ月間，「全豪のペスト・セラー・カー」になった。 しかし反面，
それにともなう犠牲も大きく，ディスカウント料，特別パッケージ代，宣伝
費などに 1カ月で900万ドル以上もつぎ込まざるをえなかった。
1990年12月，「産業委員会」 (IndustryCommission, IC。元「産業援助
委員会」）が「自動車産業リポート」を発表した。同リポートは， 次のよう
に勧告している。「当委員会の考えでは， 政府から特別な保護を受けなくて
も生き延びられる企業だけが，本当に国際的な競争力を有しているといえる
のである。その域に到達するにはまだ長い道中が必要であるが，それゆえに
こそ1993年から2000年までに，関税率を35彩から15彩にまで引き下げなけれ
ばならない。関税率引き下げ措置に適応できない企業は，倒産してもやむを
得ないであろう。」
ICリポートに対して，自動車産業界から激しい批判が浴びせられた。「自
動車業界自らの努力でコストを削減することについては，もはや限界に達し
ている。カットできないコスト，例えばトラック運転手の給料をはじめとす
る諸条件については，政府と組合の決定事項であり，我々は干渉できない。
-J (micro-economic infra-要するに，『ミクロ経済インフラストラクチャ 」（
structure) レベルでコスト・カットするのは無理である。政府が約束した
ミクロ・インフラストラクチャー改善，例えばウォークー・フロント改革，
労働組合ルールなどの改良は少ししか前進していない。 1992年にはさらに厳
しくなりそうなので，もっと他の方面に圧力をかけて欲しい」と。
豪州日産のデベソン会長も， ICリポートに対して， 次のようにコメント
している。「もしオーストラリアのインフラストラクチャーが他の諸国のイ
ンフラストラクチャーより劣悪だとすれば，どうやって競争ができるのであ
ろうか。ミクロとマクロの双方がよくなれば， 国際競争力は自然に向上す
る。もう少し他の方面にプッシュして欲しい。我々は今までにじゅう分圧力
をかけてこられたのだから。」
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （705)89 
しかし，産業委員会は， ミクロ・インフラストラクチャーの進歩を期待し
ていたために，自動車業界からのクレームを聞き入れようとはしなかった。
なおついでながら， この間， 豪州日産はいくつかの販売戦略を駆使しつ
っ，クレイトン工場をオーストラリア最大の工場に転換するために，生産設
備の改良や，地域住民と良好な関係を保とうと努力していた事実があること
を強調しておきたい。
デベソンによれば，「8年かかる仕事を3年間で消化しなければならない」
のであるが，具体的には，次のような年次計画を達成する必要があった。
1987年ー 一噴是新のプライマー 塗装設備，1,400万オー ストラリア・ドルの投資。
1988年ーークレイトン工場内に労働者リハビリ・センクー設置。
1989年ーー自動塗装工場の拡張。
——全国的な「24時間電話無料サービス」の導入。
1990年ーーボディ・パネル工場，スクンビング・プレス工場と倉庫の設置。
—日産社員だけでなく地域住民も使用できる訓練センクー「ト
レイニング・コンプレックス」 (NissanAustralia Training 
Complex)の設立， 270万オーストラリア・ドル。
一塗装施設の再拡張。
このような活動を展開することによって，生産性の向上や企業イメージの
向上に努めたにもかかわらず，自動車業界の内部では，豪州日産の将来に対
して疑問視する人が増えていった。
V 豪州日産の衰退と撤退 (191....1992) 
一新聞報道に依拠しつつー一
豪州日産が衰退し，ついには撤退に踏み切らざるを得ない有様を，とくに
ォーストラリア紙 TheAustralianの記事に依拠しつつ， ドキュメント風に
追跡していこう(“ ”付きの英文は，同紙の Headlineである）。
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1月10日ー―“Hondaescapes import quotas with Estate model" 
本田， 日産， トヨクの英因工場は「2000年までに毎年50万台生産する。半
分は輸出用。」 50万台の半分の25万台を 3社で按分すると約8万3,000台。毎
年，この台数の輸出先を見つけなければならない。どこへ？オーストラリア
の輸入税は1596まで下がる。おいしい話ではないか。
1 月 7 日—“Nissan pays high price to stay in Australia" 侶じ難
いほどのひどい数字が，豪州日産の状況を明白に物語っている。
•過去10年間で，利益を計上したのは1981年の1,890万豪ドルと88年の210
万豪ドルの 2回だけである。
•累積債務 (total accumlated debts)は6億6,500万豪ドルに達する。
• 1989~90年の日本の会計年度 (89年4月1日～90年3月31f1)で3,540
万豪ドルの欠拍。
• 1987年， 日本の本社は 3億豪ドルを追加投資。
• 1989~90年， 日産本社は 2億豪ドルの負債を帳梢し。
• 1989年， 1億3,600万豪ドルの設備投資。うち7,870万豪ドルをクレイト
ンエ楊の近代化投資。
• 1989年以降の資本投資として 1億2,000万豪ドル。うち6,000万豪ドルを
「パルサー」と「ビンクーラ」の新生産ラインに， 4,200万豪ドルを発
電設備に投資。
アイバン・デベソンは「1991年にも斑本投査が必要だと思う。少くとも 2
~3年，利益を計上するまで」と表明している（リチャード・セイバトンと
のインタビュ→。
1月18日――-“NissamGambles on New Policy" 
フォードとトヨタが， 1991年3月12日の『自動車産業リポート』 (Industry
Commission Report)を政府（労働党） が受け入れるかどうかにかかわら
ず，「投資を凍結する」と発表したのに対して豪州日産は， 産業委員会の勧
告 (15彩の輸入関税）が政府に受け入れられても，「オーストラリアでの製
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （707)91 
造活動を継続する」と決定した。
1月31日ー―“NissanStrives to Survive" 
豪州日産は， 1990年のディスカウンティング政策を継続すると公表した。
「ビンクーラ」が3万台の新しい枠を越えるためには，前年の2万1,320台
の販売台数に50彩も上乗せしなければならない。
デベソンは，「アジェンダ (agenda＝議事日程）の第一項は，資金的に生
き残ることだ」と語った（リチャード・セイバトンのインクビュー）。
2月7日ー一この年，オーストラリア経済は深刻な不況で，豪州日産の1
月の業績は1972年以来最悪の数字となった。「パルサー」は90年1月比45%
強のダウン，豪州日産全体では25.7劣減であった。ちなみにフォードは31.7
％減． GM-Hは22.3％減， トヨクは13.7劣減，そして三菱は28.9彩減。
2月14日一豪州日産500人，フォード 2,200人のレイオフ発表。．三菱は
「マグナ・ワゴン」の輸出拡大のためレイオフを一切しなかったばかりか，
90年には労働者を新規に雇用している。
3月8日ー一＿豪州日産は「スカイライン GTR」を発表した。それは過去
10年間のイメージ・チェーンジを図るためであった。
3月14日―-3月12日の『自動車産業リポート』 (IndustryCommission 
Report)が，政府によってほとんど変更なしに，公式に導入された。
そのリポートの基本条件は，次の通りである。
① 関税が199梃Fの35％から毎年2.5％ずつ引き下げられて2000年には15
彩になる。
⑨ 「輸出クレジット」が拡大され， 91年1月1日にさかのぼって実施さ
れる。そのうえ，四 WDと取替部品にも適用が拡大される。しかし，
各メーカーの予期に反して， また ICリポートの勧告とは異って，「低
台数罰金制度」は存続されることになった。 1992年8月18日のリチャー
ド・セイバトンのインクビューで，デベソンは「豪州日産が政府に狙わ
れた。政府は， ICリポートを無視して， 我々を抹殺しようとしたみた
いだ」と表明している。
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「ジ・オーストラリアン」 (TheAustralian)の分折によると． 「ある会
社（＝豪州日産）の値引きによって，その市場分野で競争しているメーカー
に価格の圧力がかけられ，平均価格は下落した」。皮肉なことに， 豪州日産
のディスカウンティング政策によって， 「パトン・プラン」は， 公約上の 1
つの目標を達成したことになる。つまり値引きによって価格が下落し，同プ
ランの狙いである「自動車の値下がり」が実現したからである。
3月28日――“Nissan'sfuture rides on Exports"豪州日産幹部が「未
来の選択の 1つは，オーストラリアでの製造活動からの撤退である」と表明
した。
「『ビンターラ」は月に100台しか輸出されていないし rバルサー」の販売
台数も急減したから，日産の両モデルとも 3万台の罰金レペルを超えられな
い見通し。」
4月11日ー一日産（日本）の利益がスランプと予想。
4月25日ー一日本の雑誌の記事によると， 「日産はオーストラリアから撤
退する」と報じられている。それに対する日産の否定声明は弱い。
5 月 2 日—-3 月のマーケット・シェアはフォード 1.2 96, GM-H 17. 9 
彩， トヨタ22.2彩， 日産10.896,三菱10.1彩。
5 月 16 日ー~今日の「パルサー」の品質は 1985 年の「バルサー」より悪
い。日産は新車に保険をクダで提供。
5月30日ー一消費者協会の秘密品質調査によると，「ビンクーラ」が20位，
「バルサー」が18位。外国車の最低は， 19番目に位置する韓国の「現代自動
車」であった。
6月13日――“Hopesof Nissan Breakthrough" 
「日本工業新聞」で報じられた記事を紹介している。
① 日産はオーストラリアから撤退する意向である。
R オーストラリア製のアルミニウム部品の生産を拡大し，輸出して得た
「輸出クレジット」で日産車を輸入する。
この時点では，豪州日産のスクッフは，撤退する可能性については否定し
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （709)韓
ていないが，依然としてオーストラリアでの現地生産に自信を持ち，楽観的
な見方をしていた。
7月1日――“HungryNissan pledges to stay" 
豪州日産のスポークスマンは， 「クレイトン工場は生産拠点として維持す
る。この点については疑問の余地なし」と言明した。
「デペソンは取締役会入りする」とチャンネル7のメルポルン放送局が報
じた。最近，豪州日産のレオン・ダフネ副会長が，多方面にわたって会長レ
ベルの仕事をしていたので， 「デベソンは日産をやめるのではないか」との
銀測がなされていた。そこでデペソンはその噂をとり消す決意をしたという
のである。
7月18日ーーデペソン自身が「辞職する」と表明した。後任にダフネ副会
長が昇格した。今年の豪州日産の赤字額は 1億豪ドルを超えると見積られて
いる。
8月2日ーーデペソンは， 『ジ・オーストラリアン」のインクピューに答
えて，次のように述べている。
① 日産は資本投資について， 1988年まで真剣に考慮していなかった。こ
れでは遅すぎる。
⑨ 3月2日，政府によって自動車プランが発表されたとき，自分は日産
本社に辞意表明をした。そして後任にダフネを推薦した。
⑧ 1990年に日本人アドバイザー，笹本久士が帰国したとき，日産の組織
の中に彼を受け入れるボストがなかった。そこで笹本は日産をやめてジ
ャガー (Jaguar)へ転出した。笹本と共同管理している間は，日産本社
とのコミュニケーションはスムーズに行っていたが，彼の帰国後は，ぅ
まく行かなくなった。
8月15日――“Nissanto get tough on cosf' 
ダフネ新会長は， 「日産はオー・ストラリナ市場に重要な存在として定着し
続けている (Nissanis very committed to a major presence in the 
Australian market.）その上，・新型「パルサー」は，市場リーダーになる」
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と語り，自信満々である。
言葉狩りをするわけではないが， 単語の使い方が面白い。すなわち「＃
在」 (presence)は必ずしも「生産する＃在」 (manufacturingpresence) 
と同じ意味ではないからである。
8 月 22日—‘‘Big state in Nissan Vision" 
レオン・ダフネ会長は， 1990~91会計年度の赤字が 1億2,500万豪ドルで
あると発表した。累積赤字や借入金を合計すると11億豪ドルに遠する。
8月29日ー―“Nissansales share takes a 3% fumble" 
日産の市場シェアが6月の11.34彩から 7月の8.5196にまで 3％急落した。
「スバル・リパティ」でさえも1,085台対805台と豪州Ll産の「ビンクーラ」
に勝った。しかし，三菱の復活 (6月10.02彩ー→.7月12.1496)が日産のシ
ェア下落の第 1番目の理由である。 この結果に， 「日産の首脳は気絶した」
(Executives at Nissan were stunned)。
ダフネ会長は，「コストを削減することによって， 来々月に新型「パルサ
ー」の販売台数が増加することを期待している」と表朋した。
9 月 26日—“Ford back as Sales Leader 
フォードは 8月にトヨタに勝った。日産は来月の新型「パルサー」の必れ
行きにかけている。
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日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） （711)95 
10月 3 日—クレイトン工場の生産性が向上して， 18カ月前に比ぺて車 1
台当たりの平均組み立て時間が9時間短くなった。しかし，日本の平均時間
との差は，まだ6時間もある。
10月10日ー一豪州日産の将来は「パルサー」によって決まると言われてい
るが，新型「パルサー」の発売が遅れている。
11月 21 日—新型「パルサー ES」発売される。「クイムリーに発売できな
かったら豪州日産は苦境に陥る」といわれていたが， 「第一印象がよい。 と
くにパフォーマンスが優れている」と評価された。
12月 21日—“Pulsar win COTY Wheels Award" 
「パルサー」は，最も評価が高い雑誌 Wheelsから「カー・オプ・ザ・
イヤー 」 (carof the year, COTY)賞を受けた。
豪州日産の目標，月間2,000~2,300台に対して，実際には 1,500台しか販
売できなかったために，生産台数を減少する決定がなされた。その原因とし
て， 日産の宣伝力の弱さに加えてスティッカー・ショックもあげられる。
旧型「パルサー」 (12,999豪ドル）と新型「パルサー」 (17,000豪ドルの価
格差は4,000豪ドル。同じ銘柄で4,000豪ドルの価格差があるうえに， 「パル
サー」は値引き政策によって， 「安い車」というイメージを植えつけられて
しまった。
豪州日産では， 年末休暇に入る前に従業員に対して， 「長い休暇をとるよ
うに」申し渡された。そして生産台数を調整するために「週休 3日制」が導
入された。
これに対してトヨクは，新規に従業員を採用したし，フォードも残業時間
を増やした。そして両社ともに，年末休暇を延長しなかった。
東京の日産本社では，経営幹部が「バトン・プランのため，ォーストラリ
アで生産活動を続けることはむずかしい」としながらも，豪州日産のダフネ
会長と同様に，「市場に存在し続ける」とつけ加えた。 この発言に対して，
自動車業界の多くの人は，「日産はオーストラリアでの生産活動を中止して，
『全て輸入でまかなう』 (fullimportation)方針であるという意味にうけと
随(712)
った。」
(1992年）
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1月27日ーー1991年の 1月～12月の販売台数累計で「パルサー」は20,161
台，「ビンクーラ」は11,819台で， 市場で 7位と 8位であったことが判明し
た。 30,000台以下の場合には罰金が課される規則があり，豪州LI産は生産を
継続するには多額の罰金を支払わなければならない。
1月30日――“Workersangered by Pulsar campaign" 
会社による「パルサー」の宣伝と PRは「活気がない」との判批を受け
て，豪州の社員はデモを考えた。彼らは「パルサー」が失敗すれば，職を失
なうということを知っていただけでなく， 「パルサー」に対する誇りと思い
入れがあるために，真剣にこの事態をうけとめていた。
同日，豪州日産は 180人のデザイン・スクッフをレイオフしたが，これは
「明らかに， オーストラリアで生産を継続する意思がないことの証明であ
る。」
2月3日ー一一豪州日産の弱点は 2モデル．つまり「バルサー」と「ピンタ
ーラ」である。「パルサー」だけに絞って生産していたならば， 失敗はなか
っただろう。
2月4日――“JapaneseGiant Pulls Out of Local Car-Making"「日
本の巨人撤退」
日産がオーストラリアでの製造活動を中止するにいたった理由には，いろ
いろあるが，私はとくに「パトン・プラン」に対する対策の不適切さと，経
営戦略上のミス（モデル選定上の失敗）に焦点をあてて追跡してきた。
本資料を，ナッフィールド (LordNuffield)ー モリス (Morris)やオース
チン (Austin)の設立者の 1人でイギリスの自動車王 (theEnglish Auto-
mobile King)ー が述べた，次の言葉をもって締めくくりたい。
「いつか，どこかの人がオーストラリアで自動車を製造しようと計画して
いるとすれば，その人はきっと巨額のお金を失ってしまうだろうと，私は予
言します。
日産自動車のオー ストラリア撤退（井上） (713)97 
大量生産の原則は「多ければ安い」 (themore, the cheaper)ということ
にありますが， オーストラリアのような小さい市場では， とくに自動車の
場合， この原則を実証することは無理なのです」 (NancyButtfield, So 
Great a Change-The story of the Holden family in Australia 1979, 
p. 270)。
爾来，ナッフィールドの指摘はいくたびも証明されてきた。まさに豪州日
産もそのような会社の 1つである。しかし，けっして最後のケースではない
だろうと強調しなければならないのは，まことに不幸なことである。
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